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ごあいさつ

代表取締役社長 佐伯 博

皆さまには、日頃より、当社事業に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

ここに、第４９期報告書をお届けするにあたり、一言ご挨拶を申し上げます。

平成２４年度のわが国経済は、海外経済の不透明な状況やデフレの影響により厳し

い状況が続いたものの、後半は政権交代によるマインドの改善や金融緩和で株高、円

安となり、持ち直しの傾向が見られました。

観光業界におきましては、国内で設立された格安航空会社の運航開始、東京スカイ

ツリーの開業、訪日外客数は史上第２位まで回復するなど旅行需要の伸びが見られま

した。

このような状況の中、当社は、開業以来最低となった昨年度実績から早急に回復さ

せることが喫緊の課題でありましたが、高速ツアーバス事故によるバス旅行の低迷、

スカイツリー開業による東京観光の人気、過去最高の海外旅行ブームなどが影響し、

入り込み人員は８０万人台に留まり、非常に厳しい成績に終わりました。

この結果、大幅な純損失を計上することとなり、株主の皆様には誠に申し訳なく存

じますが、第４９期の期末配当金につきましては、昨年に引き続き、無配とさせてい

ただいた次第です。

平成２５年度におきましては、入り込み人員１００万人台の回復を命題といたしま

して、まずは９０万人台を実現させ、収益の確保に努め、経営基盤の立て直しをはか

ってまいります。そのため、昨年末より、以下の方針で取り組んでまいりました。

国内においては、ＪＲ、航空会社、旅行会社との連携の強化や、個人型への旅行形

態の変化を踏まえ、エンドユーザーへの広告宣伝の充実やネットによる情報の拡充な

ど利便性の向上を図り、誘客活動を強化してまいります。また平成２７年３月の北陸

新幹線開業に向けて、官民一体となり、観光の振興や賑わいの創出につながる対策も

推進してまいります。

海外においては、オールジャパンでの訪日旅行のプロモーション活動や台北－富山

定期便を起爆剤として、国や富山県、周辺観光地などと広域連携をはかり、宣伝、セ

ールス活動を強化してまいります。近年、個人旅行も顕著に増加しており、積極的に

環境整備や情報発信に努めてまいります。

昨年、世界に誇れる弥陀ヶ原・大日平湿原のラムサール条約登録や、立山の氷河認

定を受け、弥陀ヶ原高原の魅力の発信や立山氷河ブランドによる商品開発など、誘客

に活かしてまいります。

また本年４月、当社が立山高原バス道路を運行する全車両をハイブリッドバス化し

たことにより、当社線全線における低公害化を実現することができました。事業継続
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の前提となる、安全・安心の確保、自然環境の保全にも引き続き取り組んでまいりま

す。

これからも佐伯宗義初代社長を始めとする幾多の先人の方々の、アルペンルート創

業にかけた理想と理念を受け継ぎ、積極的な誘客促進と、安全かつ満足度の高い受け

入れ態勢の構築によって、世界に誇る国際山岳観光地「立山黒部アルペンルート」ブ

ランドの確立に全力を傾注してまいります。

今後とも、変わらぬご理解とご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。

平成２４年度営業成績（平成24年4月1日から平成25年3月31日まで）

当期の入り込み人員は、富山側４４４千人、大町側４４１千人、合計８８５千人（対

前年１０７％、５８千人増）となり、前年度は上回ったものの２年連続８０万人台の

非常に厳しい成績となりました。

部門別の営業成績は、次のとおりです。

運輸営業成績表（平成２４年度）

項 目
鋼索鉄道線 前年比 自動車線 前年比 無軌条電車線 前年比

(立山ケーブルカー) % (立山高原バス等) % （立山トンネルトロリーバス) %

営業キロ程 キロ 1.3 100 85.6 100 3.7 100

営 業 日 数 日 208 89 342 100 235 100

旅客輸送人員 人 674,566 114 727,067 113 612,685 113

旅客運輸収入 千円 366,802 115 930,808 114 957,751 114

運 輸 雑 収 千円 2,017 164 6,788 106 2,314 120

収 益 計 千円 368,819 115 937,596 114 960,066 114

車両走行キロ キロ 27,121 103 660,507 109 89,488 104

項 目
普通索道線 前年比 鋼索鉄道線 前年比
(立山ロープウェイ) % (黒部ケーブルカー) %

営業キロ程 キロ 1.7 100 0.8 100

営 業 日 数 日 235 100 235 100

旅客輸送人員 人 643,579 112 658,987 112

旅客運輸収入 千円 603,742 114 411,711 114

運 輸 雑 収 千円 2,029 128 1,384 127

収 益 計 千円 605,772 114 413,095 114

車両走行キロ キロ 38,114 108 15,253 108

構内販売その他営業成績表（平成２４年度）

項 目 構内営業 前年比% 賃貸収入 前年比%

営 業 収 益 千円 564,246 112 110,000 100
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貸 借 対 照 表
平成２５年３月３１日現在

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 948,666 流 動 負 債 1,815,368

現 金 及 び 預 金 768,611 支 払 手 形 53,794

売 掛 金 391 買 掛 金 36

未 収 金 9,005 短 期 借 入 金 1,413,000

未 収 収 益 118 未 払 金 203,187

商 品 6,416 未 払 費 用 14,091

飲 食 材 料 品 2,591 未 払 法 人 税 等 17,569

貯 蔵 品 82,391 未 払 消 費 税 等 20,230

前 払 金 18,793 預 り 金 13,346

前 払 費 用 2,535 賞 与 引 当 金 80,111

繰 延 税 金 資 産 41,647

そ の 他 の 流 動 資 産 16,163

固 定 資 産 10,036,279
鋼索・索道・無軌条電車

固 定 負 債 2,794,530

事 業 固 定 資 産 2,738,798 長 期 借 入 金 1,261,100

自動車事業固定資産 294,186 長 期 繰 延 税 金 負 債 389,681

付 帯 事 業 固 定 資 産 2,207,948 退 職 給 付 引 当 金 1,067,643

各事業関連固定資産 1,975,561 環 境 対 策 引 当 金 15,407

そ の 他 の 固 定 資 産 70,750 資 産 除 去 債 務 26,277

建 設 仮 勘 定 285,714 長 期 未 払 金 33,710

投 資 そ の 他 の 資 産 2,463,319 そ の 他 の 固 定 負 債 710

関 係 会 社 株 式 1,943,844

投 資 有 価 証 券 74,105 負 債 合 計 4,609,898

出 資 金 1,690 （純 資 産 の 部）

長 期 貸 付 金 9,195 株 主 資 本 5,660,815

関係会社長期貸付金 95,000 資 本 金 4,160,000

そ の 他 の 投 資 等 363,234 資 本 剰 余 金 422

貸 倒 引 当 金 △ 23,750 その他資本剰余金 422

利 益 剰 余 金 1,821,359

利 益 準 備 金 477,838

その他利益剰余金 1,343,520

別 途 積 立 金 2,200,000

繰越利益剰余金 △ 856,479

自 己 株 式 △ 320,965

評 価 ・ 換 算 差 額 等 714,231

その他有価証券評価差額金 714,231

純 資 産 合 計 6,375,047

資 産 合 計 10,984,946 負債・純資産合計 10,984,946

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日まで

（単位：千円）

科 目 金 額

鋼索・索道・無軌条電車事業

営 業 収 益 2,347,754

営 業 費 2,342,662

営 業 利 益 5,091

自 動 車 事 業

営 業 収 益 937,596

営 業 費 1,024,732

営 業 損 失 87,136

付 帯 事 業

営 業 収 益 674,246

営 業 費 735,194

営 業 損 失 60,948

全 事 業 営 業 損 失 142,993

営 業 外 収 益

受取利息及び受取配当金 7,228

そ の 他 の 収 益 56,946 64,175

営 業 外 費 用

支 払 利 息 31,838

そ の 他 の 費 用 4,362 36,201

経 常 損 失 115,019

特 別 利 益

受 入 補 助 金 8,497 8,497

特 別 損 失

減 損 損 失 15,941

固 定 資 産 圧 縮 損 8,497

固 定 資 産 除 却 損 16,223

投 資 有 価 証 券 売 却 損 12,924

棚 卸 資 産 処 分 損 18,808 72,395

税 引 前 当 期 純 損 失 178,917

法人税、住民税及び事業税 7,661

法 人 税 等 調 整 額 716,474 724,135

当 期 純 損 失 903,053

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日まで

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 利 益 剰 余 金剰余金

その他利益
自 己

株 主
資本金 その他

利 益
剰 余 金 利 益

株 式
資 本

資 本
準備金 別 途

繰 越 剰余金 合 計
剰余金

積立金
利 益 合 計
剰余金

当 期 首 残 高 4,160,000 422 477,838 2,800,000 △553,425 2,724,412 △321,661 6,563,173

当 期 変 動 額

別途積立金の取崩 △600,000 600,000 0 0

当 期 純 利 益 △903,053 △903,053 △903,053

自己株式の取得 △47 △47

自己株式の処分 743 743

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

当期変動額合計 － － － △600,000 △303,053 △903,053 696 △902,357

当 期 末 残 高 4,160,000 422 477,838 2,200,000 △856,479 1,821,359 △320,965 5,660,815

評 価･
換 算
差額等

純資産
その他
有 価 合 計
証 券
評 価
差額金

当 期 首 残 高 795,360 7,358,534

当 期 変 動 額

別途積立金の取崩 0

当 期 純 利 益 △903,053

自己株式の取得 △47

自己株式の処分 743

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額） △81,129 △81,129

当期変動額合計 △81,129 △983,487

当 期 末 残 高 714,231 6,375,047

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

１.重要な会計方針に係る事項

(1)有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 ……………………… 移動平均法による原価法
そ の 他 有 価 証 券
時 価 の あ る も の ……………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出しております。）
時 価 の な い も の ……………………… 移動平均法による原価法

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法
商 品 ……………………… 先入先出法に基づく原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法により算出しております。）
飲 食 材 料 品 ……………………… 同 上
貯 蔵 品 ……………………… 同 上

(3)固定資産の減価償却方法
有 形 固 定 資 産（リース資産を除く）
鋼索・索道・無軌条電車事業固定資産 ………………… 定 率 法
自 動 車 事 業 固 定 資 産 ………………… 同 上
付 帯 事 業 固 定 資 産 ………………… 同 上 ※ただし弥陀ケ原ホテルにかかる固定資産については定額法
各 事 業 関 連 固 定 資 産 ………………… 同 上
無 形 固 定 資 産（リース資産を除く） … 定 額 法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっています。

リ ー ス 資 産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準

第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
ております。

(4)引当金の計上方法
貸倒引当金
関係会社貸付金、その他債権等の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金
従業員に対する退職給付に備えるため、自己都合による期末要支給相当額を計上しております。
なお、会計基準変更時差異の取扱いについては、１５年による均等額を費用処理しております。

役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労内規に基づく期末要支給額を計上しておりましたが、平成24年６月27日に開催された定

時株主総会にて慰労金の打ち切り支給議案(支給の時期は、各氏のそれぞれの退任時とする。)が可決され、役員退職慰労金制度を廃止いた
しました。
これにより、役員退職慰労引当金は全額取り崩し、打ち切り支給額の未払分を固定負債の「長期未払金」に計上しております。

環境対策引当金
ＰＣＢ廃棄物を処理するに当たり、その処理費用見込額を計上しております。

(5)消費税等の会計処理方法 税抜方式によっております。

２.貸借対照表に関する注記

(1)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

(2)当期末日が金融機関の休日であったため、期末日満期手形（支払手形223,684千円）は満期日に決済された
ものとして処理しております。

(3)有形固定資産の減価償却累計額 22,109,244千円

(4)事業用固定資産
有形固定資産 7,225,296千円

土地 2,248,357千円 建物 2,913,831千円 構築物 1,132,787千円
車両 311,834千円 その他 618,485千円

無形固定資産 61,950千円

(5)担保に供している資産及び担保に係る債務
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(ｲ)担保に供している資産 4,530,460千円
鋼索・索道・無軌条電車事業固定資産 1,485,141千円 自動車事業固定資産 233,285千円
付帯事業固定資産 1,998,207千円 各事業関連固定資産 93,826千円
関係会社株式 720,000千円

(ﾛ)担保に係る債務 1,679,100千円
短期借入金 418,000千円 長期借入金 1,261,100千円

(6)関係会社に対する金銭債権・金銭債務
短期金銭債権 23千円 長期金銭債権 140,396千円
短期金銭債務 19,696千円 長期金銭債務 710千円

３.損益計算書に関する注記

(1)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
(2)営業収益 3,959,596千円
(3)営業費 4,102,590千円

運送営業費及び売上原価 2,915,123千円 販売費及び一般管理費 650,558千円
諸税 81,219千円 減価償却費 455,688千円

(4)関係会社との取引高
営業取引による取引高 営業収益 111,186千円 営 業 費 328,885千円
営業取引以外の取引による取引高 15,074千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 普通株式 319,738株

５.税効果会計に関する注記

(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
退職給付引当金 381,596千円 減価償却費 28,312千円 賞与引当金 34,324千円
未払事業税 3,016千円 減損損失 206,389千円 役員退職慰労引当金 11,899千円
資産除去債務 7,666千円 環境対策引当金 5,438千円 貸倒引当金 8,419千円
繰越欠損金 197,385千円 その他 194千円

繰延税金資産小計 884,644千円
評価性引当額 △ 842,997千円 繰延税金資産合計 41,647千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △ 389,681千円 繰延税金負債の純額 348,033千円

６．リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、所有権移転外ファイ

ナンスリース契約により使用しております。

７．一株当たり情報に関する注記
一株当たり純資産額 710.55円 一株当たり当期純損失 100.65円

８．その他の注記
(1)当社は、当事業年度において以下の資産について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失
富山県黒部市 遊休資産 土地 15,941千円

当社は、継続的に損益の把握を実施している管理会計上の単位である事業グループ別にグルーピングを行っております。ただし、将来の使用が
見込まれていない遊休資産などは、個別の資産グループとして取り扱っております。
上記資産について、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであり、収益性の低下・市場価格の著しい下落により投資額を回収する目途が
立たないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
なお回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定士による鑑定結果等の適切に市場価格を反映していると考えられる評価額を
基に算出し評価しております。

(2)資産除去債務関係
当事業年度末（平成25年３月31日）
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(ｲ)当該資産除去債務の概要 建物解体時におけるアスベスト除去費用であります。
(ﾛ)当該資産除去債務の金額の算定方法
建物解体時に発生するアスベスト除去費用は、当該債務にかかる建物の撤去する期間に応じて８年～17年

と見積り、割引率は1.360～1.854%を使用して資産除去債務の金額を計算しております。
(ﾊ)当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 25,835千円
時の経過による調整額 442千円
期末残高 26,277千円
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成２５年３月３１日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 1,557,498 流 動 負 債 1,942,876

現 金 及 び 預 金 1,291,370 支払手形及び買掛金 87,602

売 掛 金 6,182 短 期 借 入 金 1,413,000

た な 卸 資 産 139,450 未 払 法 人 税 等 25,144

繰 延 税 金 資 産 64,231 賞 与 引 当 金 120,092

そ の 他 56,263 そ の 他 297,036

固 定 資 産 10,359,934 固 定 負 債 3,320,484

有 形 固 定 資 産 8,436,992 長 期 借 入 金 1,261,100

建 物 及 び 構 築 物 4,748,283 繰 延 税 金 負 債 400,587

機械装置及び運搬具 794,502 退 職 給 付 引 当 金 1,490,716

土 地 2,367,430 長 期 未 払 金 36,850

建 設 仮 勘 定 285,714 環 境 対 策 引 当 金 19,694

そ の 他 241,061 資 産 除 去 債 務 26,277

無 形 固 定 資 産 70,358 負 の の れ ん 85,258

ソ フ ト ウ ェ ア 38,455 負 債 合 計 5,263,361

そ の 他 31,903

投 資 そ の 他 の 資 産 1,852,583 （純 資 産 の 部）

投 資 有 価 証 券 1,434,557 株 主 資 本 5,581,519

長 期 貸 付 金 80,445 資 本 金 4,160,000

繰 延 税 金 資 産 4,956 資 本 剰 余 金 422

そ の 他 332,623 利 益 剰 余 金 1,738,662

自 己 株 式 △ 317,565

その他の包括利益累計額 750,380

その他有価証券評価差額金 750,380

少 数 株 主 持 分 322,172

純 資 産 合 計 6,654,072

資 産 合 計 11,917,433 負債・純資産合計 11,917,433

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（自平成２４年４月１日 至平成２５年３月３１日）

（単位：千円）

科 目 金 額

営 業 収 益 6,286,999

営 業 費 用

運輸業等営業費及び売上原価 3,797,924

販 売 費及び一般管理費 2,602,056 6,399,981

営 業 損 失 112,981

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 9,773

負 の の れ ん 償 却 額 6,922

土 地 物 件 貸 付 料 21,277

そ の 他 の 収 益 29,500 67,473

営 業 外 費 用

支 払 利 息 32,013

そ の 他 の 費 用 4,562 36,576

経 常 損 失 82,083

特 別 利 益

補 助 金 受 入 8,497

固 定 資 産 売 却 益 845 9,342

特 別 損 失

減 損 損 失 62,026

固 定 資 産 除 却 損 17,325

固 定 資 産 売 却 損 29

固 定 資 産 圧 縮 損 8,497

棚 卸 資 産 処 分 損 18,808

投 資 有 価 証 券 売 却 損 12,924 119,611

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 192,353

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 12,261

法 人 税 等 調 整 額 768,235 780,496

少数株主損益調整前当期純損失 972,849

少 数 株 主 利 益 4,651

当 期 純 損 失 977,500

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
（自平成２４年４月１日 至平成２５年３月３１日）

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 4,160,000 422 2,716,163 △318,261 6,558,324

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 △977,500 △977,500

自己株式の取得 △47 △47

自己株式の処分 743 743

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － △977,500 696 △976,804

当 期 末 残 高 4,160,000 422 1,738,662 △317,565 5,581,519

その他の包括

利益累計額

その他有価証券
少数株主持分 純資産合計

評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 824,175 311,604 7,694,104

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 △977,500

自己株式の取得 △47

自己株式の処分 743

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
△73,795 10,567 △63,227

当期変動額合計 △73,795 10,567 △1,040,032

当 期 末 残 高 750,380 322,172 6,654,072

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

１．連結の範囲に関する事項
(１) 連 結 子 会 社 の 数 …………… ２社

立山貫光ターミナル株式会社、立山黒部サービス株式会社

２．持分法の適用に関する事項
(１) 持分法を適用した関連会社の数 …………… １社

粟巣野観光開発株式会社

(２) 持分法を適用していない関連会社である富山地鉄自動車整備株式会社は、当期純損益（持分に見合う額）及
び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微
であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社の事業年度末日は、連結決算日と同一であります。

４．会計処理基準に関する事項
(１) 資産の評価基準及び評価方法
(ｲ) 有 価 証 券

その他有価証券
時価のあるもの ……………… 市場価格等に基づく時価法によっております。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出しております。）
時価のないもの ……………… 移動平均法による原価法によっております。

(ﾛ) た な 卸 資 産
先入先出法に基づく原価法によっております。

（収益性の低下による簿価切下げの方法により算出しております。）

(２) 固定資産の減価償却の方法
(ｲ) 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び立山黒部サービス株式会社
定率法によっております。
ただし、弥陀ヶ原ホテルにかかる固定資産については定額法によっております。

立山貫光ターミナル株式会社
建物（附属設備を含む）及び構築物については定率法、それ以外については定額法によっております。

(ﾛ) 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。

(ﾊ) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のう
ち、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前の
リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(３) 重要な引当金の計上の方法
(ｲ) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(ﾛ) 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(ﾊ) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、自己都合による期末要支給額相当額を計上しております。
なお､会計基準変更時差異の取扱いについては､１５年による均等額を費用処理しております。
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(ﾆ) 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労内規に基づく期末要支給額を計上しておりましたが、

平成24年６月27日に開催された定時株主総会にて慰労金の打ち切り支給議案（支給の時期は、各氏のそれ
ぞれの退任時とする。）が可決され、役員退職慰労金制度を廃止いたしました。
これにより、役員退職慰労引当金は全額取り崩し、打ち切り支給額の未払分を固定負債の「長期未払金」

に計上しております。

(ﾎ) 環境対策引当金
ＰＣＢ廃棄物を処理するに当たり、その処理費用見込額を計上しております。

(４) 消費税等の会計処理の方法
税抜方式によっております。

５．連結貸借対照表に関する注記
（１）担保に供している資産及び担保に係る債務

(ｲ) 担保に供している資産
建 物 及 び 構 築 物 3,011,487千円
機械装置及び運搬具 286,543千円
土 地 470,034千円
その他の事業用固定資産 42,393千円
投 資 有 価 証 券 720,000千円

計 4,530,460千円

(ﾛ) 担保に係る債務
短 期 借 入 金 418,000千円
長 期 借 入 金 1,261,100千円

計 1,679,100千円

（２）有形固定資産の減価償却累計額
27,043,214千円

（３）当連結期末日が金融機関の休日であったため、期末日満期手形（支払手形225,633千円）は満期日に決済さ
れたものとして処理しております。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普 通 株 式 9,291,668株

７．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を
調達しております。
借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）であります。

（２）金融商品の時価等に関する事項
平成25年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

連結貸借対照表
時 価(※) 差 額

計上額(※)
(1)現金及び預金 1,291,370 千円 1,291,370 千円 － 千円
(2)投資有価証券

その他有価証券 1,426,899 千円 1,426,899 千円 － 千円
(3)短期借入金 (995,000)千円 (995,000)千円 － 千円
(4)長期借入金 (1,679,100)千円 (1,675,384)千円 3,715 千円

(※)負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

(注１)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
(1)現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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(2)投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(3)短期借入金
短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。
(4)長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定する方法によっております。

(注２)非上場株式（連結貸借対照表計上額7,658千円）は市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もる
ことなどができず、時価を把握することが困難と認められるため、「(2)投資有価証券 その他有価証券」には含
まれておりません。

８．一株当たり情報に関する注記
一株当たり純資産額 705.74円
一株当たり当期純損失 108.95円

９．その他の注記
（１）当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 減損損失
富山県黒部市 遊休資産 土地 15,941千円
富山県立山町 ホテル事業 建物 46,085千円

合 計 62,026千円

当社グループは、継続的に損益の把握を実施している管理会計上の単位である事業グループ別にグルー
ピングを行っております。ただし、将来の使用が見込まれていない遊休資産などは、個別の資産グループ
として取り扱っております。
上記資産について、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであり、収益性の低下・市場価格の著

しい下落により投資額を回収する目途が立たないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額
を減損損失として特別損失に計上しております。
なお回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定士による鑑定結果等の適切に市場価

格を反映していると考えられる評価額を基に算出し評価しております。

（２）資産除去債務関係

当連結会計年度末（平成25年３月31日）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(ｲ) 当該資産除去債務の概要
建物解体時におけるアスベスト除去費用であります。

(ﾛ) 当該資産除去債務の金額の算定方法
建物解体時に発生するアスベスト除去費用は、当該債務にかかる建物の撤去する期間に応じて８年～17年
と見積り、割引率は1.360～1.854%を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

(ﾊ) 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 25,835千円
時の経過による調整額 442千円
期末残高 26,277千円
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◇会社概要／役員◇ ◇株主メモ◇
（平成25年3月31日現在）

○設立年月日 昭和39年12月25日
○資本金 41億6千万円
○発行済株式総数 9,291,668株
○株主数 1,441名

○役員
代表取締役社長 佐伯 博

専務取締役 佐川 栄

常務取締役 営業推進部長 永崎泰雄

取締役 石井隆一

取締役 永原 功

取締役 髙木繁雄

取締役 廣江 譲

取締役 川岸 宏

取締役 森 雅志

取締役 牛越 徹

取締役 梶田聡仁

取締役 技術環境部長 石谷吉孝

取締役 総務部長 新森雅夫

常勤監査役 松岡 彰

監査役 柳野隆之

監査役 舟橋貴之

監査役 金井昌一

※取締役川岸宏は平成２５年５月１０日逝去により

退任いたしました。

◇株主優待基準◇
優待乗車券・乗車証 ホテルご所有株式数

種 類 通用区間 発行枚数 宿泊割引券

１００株 ～ １５０株未満 優待乗車券(片 道) 立 山～室 堂 ２枚 ２枚

１５０株 ～ ３００株未満 優待乗車券(片 道) 立 山～室 堂 ３枚 ２枚

優待乗車券(片 道)
立 山～室 堂 １枚

２枚３００株 ～ ４００株未満
立 山～黒部湖 ２枚

４００株 ～ ６００株未満 優待乗車券(片 道) 立 山～黒部湖 ４枚 ２枚

６００株 ～ ８００株未満 優待乗車券(片 道) 立 山～黒部湖 ６枚 ２枚

８００株 ～ １,０００株未満 優待乗車券(片 道) 立 山～黒部湖 ８枚 ２枚

１,０００株 ～ ２,０００株未満 優待乗車券(片 道) 立 山～黒部湖 １０枚 ４枚

２,０００株 ～ ３,０００株未満 優待乗車券(片 道) 立 山～黒部湖 ２０枚 ４枚

３,０００株以上 優待乗車券(片 道)
立 山～黒部湖

３０枚
６枚

優待乗車証(記名式) １枚

○優待有効期間：各年度 営業期間中 ○各券のご利用方法につきましては、各券面記載事項をご覧願います。

単元未満株式買取・買増制度のご案内

当社では、単元未満株式（１００株未満）をご所有の株主の皆

様のご便宜を図るため、単元未満株式の買取および買増制度を行

っております。

＜単元未満株式の買取り＞

株主様がお持ちになっている単元未満株式を、当社が買い取ら

せていただきます。

＜単元未満株式の買増し＞

株主様がお持ちになっている単元未満株式と合わせて１単元

（１００株）となる株式を当社が株主様に売却いたします。

お手続きの詳細につきましては、上記日本証券代行 代理人部まで

お問い合わせください。

０１２０－７０７－８４３（フリーダイヤル）

○ 事 業 年 度 ４月１日～翌年３月３１日

○ 定時株主総会 ６月

○ 基 準 日

株主優待券 ２月末日

定時株主総会の議決権 ３月31日

期末配当金 ３月31日

○ 公告掲載新聞 北日本新聞

○ 単元 株式 数 １００株

○ 株主名簿管理人

東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号

日本証券代行株式会社

○ 同取 次場 所

日本証券代行株式会社 支店

三井住友信託銀行株式会社 本店および全国各支店

○ お問合せ・送付先

〒１６８－８６２０

東京都杉並区和泉２－８－４

日本証券代行株式会社 代理人部

旧「立山開発鉄道株式会社」株券をお持ちの株主様

当社では､合併により消滅した立山開発鉄道株式会社の株券と､当社株券との引換えを行っております。まだ引換え

のお済みでない株主様は、新株券との引換えをお願い申しあげます。

なお、引換えのお手続きにつきましては、上記日本証券代行代理人部までお問い合わせください。




